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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第2章 ２－８－２ 積算方法 ２－８－２ 積算方法 土木基準との横並びを

工事費の積算 １）率積算 １）率積算 はかるため追記

2節 共通仮設費率に含まれる項目は、下記のとおりとする。 共通仮設費率に含まれる項目は、下記のとおりとする。

間接工事費 (1) 品質管理基準に含まれる試験に要する費用 (1) 品質管理基準に含まれる試験に要する費用

P2-2-5 (2) 出来形管理のための測量、図面作成、写真管理に要する費用 (2) 出来形管理のための測量、図面作成、写真管理に要する費用

(3) 工程管理のための資料の作成等に要する費用 (3) 工程管理のための資料の作成等に要する費用

番号1 (4) 工事完成図書類の作成に要する費用 (4) 工事完成図書類の作成に要する費用

(5) 建設材料の品質記録保存に要する費用 (5) 建設材料の品質記録保存に要する費用

(6) コンクリートの中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用 (6) コンクリートの中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用

(7) コンクリート非破壊試験および単位水量試験に要する費用 (7) コンクリート非破壊試験および単位水量試験に要する費用

(8) 塗装膜厚施工管理に要する費用 (8) 塗装膜厚施工管理に要する費用

(9) 施工管理で使用するＯＡ機器の費用 (9) 施工管理で使用するＯＡ機器の費用

(10) PC上部工、アンカー工等の緊張管理、グラウト配合試験等に要する費用

(11) 建設発生土情報交換システム及び建設副産物情報交換システムの操作に要する費用

第3章 ３－１－５ 主作業船の規格区分と船団構成 ３－１－５ 主作業船の規格区分と船団構成 アンカー式に限らずス
直接工事費の施工歩掛 １）主作業船の規格区分 １）主作業船の規格区分 パット式も適用可能な
1節 ため削除
浚渫・土捨工
P3-1-24

グラブ浚渫船（普通地盤用） 実装グラブ （普通地盤用） グラブ浚渫船（普通地盤用） 実装グラブ （普通地盤用）
番号2 摘 要 摘 要

の規格区分 の範囲（ｍ３） の規格区分 の範囲（ｍ３）

鋼Ｄ 2.5ｍ３ 1.5＜ ≦ 3.5 アンカー式 鋼Ｄ 2.5ｍ３ 1.5＜ ≦ 3.5 アンカー式(削除）

〃 5 〃 3.5＜ ≦ 7.0 〃 〃 5 〃 3.5＜ ≦ 7.0 〃 (削除）

〃 9 〃 7.0＜ ≦11.5 〃 〃 9 〃 7.0＜ ≦11.5 〃 (削除）

〃 15 〃 11.5＜ ≦18.0 スパッド式 〃 15 〃 11.5＜ ≦18.0 スパッド式

〃 23 〃 18.0＜ ≦26.5 〃 〃 23 〃 18.0＜ ≦26.5 〃

〃 30 〃 26.5＜ ≦31.0 〃 〃 30 〃 26.5＜ ≦31.0 〃

注）なお、アンカー式およびスパッド式については、現場条件により別途考慮する 注）なお、アンカー式およびスパッド式については、現場条件により別途考慮する
ことができる。 ことができる。

第3章 ４－１－５ 主作業船の規格区分と船団構成 ４－１－５ 主作業船の規格区分と船団構成 アンカー式に限らずス
直接工事費の施工歩掛 １）主作業船の規格区分 １）主作業船の規格区分 パット式も適用可能な
1節 ため削除
浚渫・土捨工 装備グラブ（ｍ３） 実 装 グ ラ ブ 装備グラブ（ｍ３） 実 装 グ ラ ブ
P3-1-30 グラブ浚渫船（硬土盤用）規格 （硬土盤用） 摘 要 グラブ浚渫船（硬土盤用）規格 （硬土盤用） 摘 要

普通地盤用 硬土盤用 の範囲（ｍ３） 普通地盤用 硬土盤用 の範囲（ｍ３）
番号3

フ ラ イ 級 鋼Ｄ 3.5ｍ３ 5.0 3.5 2.5＜ ≦ 4.5 アンカー式 フ ラ イ 級 鋼Ｄ 3.5ｍ３ 5.0 3.5 2.5＜ ≦ 4.5 アンカー式
(削除）

ラ イ ト 級 〃 5.5〃 9.0 5.5 4.5＜ ≦ 6.5 〃 ラ イ ト 級 〃 5.5〃 9.0 5.5 4.5＜ ≦ 6.5 〃(削除）

ヘ ビ ー 級 〃 7.5〃 15.0 7.5 6.5＜ ≦ 9.0 スパッド式 ヘ ビ ー 級 〃 7.5〃 15.0 7.5 6.5＜ ≦ 9.0 スパッド式

ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級 〃 11.5〃 23.0 11.5 9.0＜ ≦13.0 〃 ｽｰﾊﾟｰﾍﾋﾞｰ級 〃 11.5〃 23.0 11.5 9.0＜ ≦13.0 〃

注）なお、アンカー式およびスパッド式については、現場条件により別途考慮することが 注）なお、アンカー式およびスパッド式については、現場条件により別途考慮することが
できる。 できる。
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第3章 ５－１－５ 主作業船の規格区分と船団構成 ５－１－５ 主作業船の規格区分と船団構成 アンカー式に限らずス
直接工事費の施工歩掛 １）主作業船の規格区分 １）主作業船の規格区分 パット式も適用可能な
1節 ため削除
浚渫・土捨工 主要装備 実 装 グ ラ ブ 主要装備 実 装 グ ラ ブ
P3-1-36

グラブ浚渫船（岩盤用）規格 装備グラブ（ｍ３） 砕岩棒 （硬土盤用） 摘 要 グラブ浚渫船（岩盤用）規格 装備グラブ（ｍ３） 砕岩棒 （硬土盤用） 摘 要
番号4

普通地盤用 硬土盤用 (ｔ) の範囲 (ｍ３) 普通地盤用 硬土盤用 (ｔ) の範囲 (ｍ３)

フライ級 鋼Ｄ3.5ｍ３ 5.0 3.5 20 2.5＜ ≦4.5 アンカー式 フライ級 鋼Ｄ3.5ｍ３ 5.0 3.5 20 2.5＜ ≦4.5 アンカー式
(削除）

ライト級 〃 5.5〃 9.0 5.5 30 4.5＜ ≦6.5 〃 ライト級 〃 5.5〃 9.0 5.5 30 4.5＜ ≦6.5 〃(削除）

ヘビー級 〃 7.5〃 15.0 7.5 45 6.5＜ ≦9.0 スパッド式 ヘビー級 〃 7.5〃 15.0 7.5 45 6.5＜ ≦9.0 スパッド式

注）なお、アンカー式およびスパッド式については、現場条件により別途考慮することができる。 注）なお、アンカー式およびスパッド式については、現場条件により別途考慮することができる。

第3章 １－４ 作業船の規格区分と組合せ １－４ 作業船の規格区分と組合せ 言葉の統一

直接工事費の施工歩掛 １）土運船の規格区分 １）土運船の規格区分

1節

浚渫・土捨工 土運船規格区分 土運船の積載量範囲 能力算定用基準積載容量 摘 要 土運船規格区分 土運船の積載量範囲 公称泥艙容量 摘 要

P3-1-(15)

鋼 100ｍ３積 ≦160ｍ３ 100ｍ３ 鋼 100ｍ３積 ≦160ｍ３ 100ｍ３

番号5

鋼 300ｍ３積 160＜ ≦450ｍ３ 300ｍ３ 鋼 300ｍ３積 160＜ ≦450ｍ３ 300ｍ３

第3章 ３－５－２ 代価表作成手順 ３－５－２ 代価表作成手順 標準市場単価からの除

直接工事費の施工歩掛 【第４章 市場単価】 【第４章 市場単価】 外による変更

4節

本体工 ・ケーソン形状 → 市場単価適用の検討 → ・市場単価適用条件以外は、 ・ケーソン形状 → 市場単価適用の検討 → ・市場単価適用条件以外は、

4.1 ・工法 別途積算 ・工法 別途積算

ケーソン式

P3-4.1-35 ã ã

番号6 ・ケーソン天端面積 → 代価表の作成 → ・ケーソン据付用上蓋取付・取外 ・ケーソン天端面積 → 代価表の作成 → ・ケーソン据付用上蓋取付・取外

・標準市場単価（上蓋使用料） １函当り代価表 ・上蓋使用料 １函当り代価表

・標準市場単価（ｸﾚｰﾝ抜き） ・標準市場単価（ｸﾚｰﾝ抜き）

・クレーンの機種・規格 ・クレーンの機種・規格

「２－３－２」 「２－３－２」

または貸与クレーンの規格 または貸与クレーンの規格
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第3章 ３－５－４ 施工歩掛 ３－５－４ 施工歩掛 標準市場単価からの除

直接工事費の施工歩掛 １）代価表 １）代価表 外による変更

4節 (1) ケーソン据付用上蓋取付･取外 １函当り (1) ケーソン据付用上蓋取付･取外 １函当り

本体工

4.1 数 量 数 量

ケーソン式 単 単

P3-4.1-35 ｹｰｿﾝ 陸 上 海上 ｹｰｿﾝ 陸 上 海上

製 作 用 製 作 用

番号7 名 称 形 状 寸 法 台船方式 ｹｰ ｿﾝ製作用 摘 要 名 称 形 状 寸 法 台船方式 ｹｰ ｿﾝ製作用 摘 要

(FD) 台船方式(DD) (FD) 台船方式(DD)

位 貸与 海上 位 貸与 海上

陸上ｸﾚｰﾝ 陸上ｸﾚｰﾝ

ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ

上 蓋 使 用 料 ｍ２ 市場単価 上 蓋 使 用 料 ｍ２ 見積もりによる

上 蓋 取 付 取 外 クレーン抜き 函 1 〃 上 蓋 取 付 取 外 クレーン抜き 函 1 市場単価

注）1.ラフテレーンクレーンまたはクローラクレーンの規格は現場条件により決定する。 注）1.ラフテレーンクレーンまたはクローラクレーンの規格は現場条件により決定する。

2.貸与クレーン運転費は、必要費用を計上する。 2.貸与クレーン運転費は、必要費用を計上する。

3.上蓋使用料はケーソン天端面積を対象とする。 3.上蓋使用料はケーソン天端面積を対象とする。

第3章 ３－７－２ ケーソン仮置 ３－７－２ ケーソン仮置 分かりやすい文に変更

直接工事費の施工歩掛 ３－７－２－１ 代価表作成手順 ３－７－２－１ 代価表作成手順

4節 ３－７－２－２ ３－７－２－２

本体工

4.1

ケーソン式

P3-4.1-40 ã ã

３－７－２－３ ３－７－２－３

番号8

・えい航距離 → えい航用引船の → ③えい航用引船の運転時間 ・えい航距離 → えい航用引船の → ③えい航用引船の運転時間

運転時間の選定 ・えい航距離が17.4kmを超える 運転時間の選定 ・えい航距離が17.4kmを超える

場合は別途算定 場合は回航・えい航にて別途計上

（回航･えい航に計上）

ã ã

第3章 ３－７－２－３ 施工歩掛 ３－７－２－３ 施工歩掛 分かりやすい文に変更

直接工事費の施工歩掛 １）作業能力 １）作業能力

4節 ケーソンえい航１函当り引船②、③の１日当りの運転時間は、下表による。 ケーソンえい航１函当り引船②、③の１日当りの運転時間は、下表による。

本体工

4.1 え い 航 距 離 5.8kmまで 11.6kmまで 17.4kmまで 摘 要 え い 航 距 離 5.8kmまで 11.6kmまで 17.4kmまで 摘 要

ケーソン式

P3-4.1-40 運 転 時 間 (h) 2 4 6 運 転 時 間 (h) 2 4 6

番号9 注）ケーソンえい航距離が17.4kmを超える場合は、「本節 ３－８ 回航・えい航」によ 注）ケーソンえい航距離が17.4kmを超える場合は、「本節 ３－８ 回航・えい航」にて

りケーソン回航・えい航費を別途積算する。 別途計上するものとし本項では計上しない。
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第3章 ２）代価表 ２）代価表 分かりやすい文に変更

直接工事費の施工歩掛 (1) ケーソン仮置 １函当り (1) ケーソン仮置 １函当り

4節

本体工 単 数 量 単 数 量
4.1
ケーソン式 400t 400t 1,000t 1,600t 2,000t 2,500t 3,500t 4,500t 400t 400t 1,000t 1,600t 2,000t 2,500t 3,500t 4,500t

P3-4.1-41 名 称 形状寸法 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 摘 要 名 称 形状寸法 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 摘 要

1,000t 1,600t 2,000t 2,500t 3,500t 4,500t 5,500t 1,000t 1,600t 2,000t 2,500t 3,500t 4,500t 5,500t

番号10 位 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 位 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満

非航旋回 非航旋回
起 重 機 船 日 0.33 0.50 1 運6Ｈ／就8Ｈ 起 重 機 船 日 0.33 0.50 1 運6Ｈ／就8Ｈ

鋼D150t吊 鋼D150t吊

鋼Ｄ 鋼Ｄ
引 船 ① 〃 0.33 0.50 1 運2Ｈ／就8Ｈ 引 船 ① 〃 0.33 0.50 1 運2Ｈ／就8Ｈ

700PS型 700PS型

注）1.潮流等海象条件が悪い場合は、現地の状況を考慮し当該引船②の規格以下の引船③１隻を追加す 注）1.潮流等海象条件が悪い場合は、現地の状況を考慮し当該引船②の規格以下の引船③１隻を追加す

ることができる。 ることができる。

2.ケーソンえい航距離が17.4kmを超える場合は、「本節 ３－８ 回航・えい航」によりケーソン 2.「本節 ３－８ 回航・えい航」によりケーソン回航・えい航費用を別途計上した場合は、引船②、

回航・えい航費を別途積算する。 ③は計上しない。

3.現場条件により安全監視船を計上することができる（共通仮設費に計上する）。 3.現場条件により安全監視船を計上することができる（共通仮設費に計上する）。

第3章 ４．施工歩掛 ４．施工歩掛 標準市場単価からの除
直接工事費の施工歩掛 １）ケーソンえい航，回航上蓋使用料 １）ケーソンえい航，回航上蓋使用料 外による変更
4節 上蓋使用料＝製作単価（円／ｍ２）×ケーソン天端面積（ｍ２）×残存率（0.9）×維持修理費率（1.35） 上蓋使用料＝見積もりによる
本体工 ×転用回数（1/10） （小数１位切捨て）
4.1
ケーソン式
参考資料-4
上蓋（回航用上蓋取
付取外）
P3-4.1-(10)

番号11

第3章 ５．大型フローティングドック（FD10,000t積） ５．大型フローティングドック（FD10,000t積）
直接工事費の施工歩掛 ＦＤ10,000ｔ積の単価表、総トン数及び回航・えい航用引船の規格を示す。 ＦＤ10,000ｔ積の単価表、総トン数及び回航・えい航用引船の規格を示す。
4節
本体工 １）単価表 １）単価表
4.1
ケーソン式 数 量 数 量
補足資料-1 名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要
本体工（ケーソン式） 10,000ｔ積 10,000ｔ積
P3-4.1-(14) 燃料消費量を改定

主 燃 料 軽 油 187 主 燃 料 軽 油 255
番号12

船 団 長 人 1×β 船 団 長 人 1×β

高級船員 〃 － 高級船員 〃 －

普通船員 〃 4×β 普通船員 〃 4×β

損 料 供 用 日 α 損 料 供 用 日 α
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第3章 ８．ケーソン据付用上蓋取付および取外の計上 ８．ケーソン据付用上蓋取付および取外の計上 標準市場単価からの除

直接工事費の施工歩掛 上蓋の取付および取外が別件工事の場合は、下記により計上する。 上蓋の取付および取外が別件工事の場合は、下記により計上する。 外による変更

4節

本体工 ケーソン据付用上蓋取付･取外 １函当り ケーソン据付用上蓋取付･取外 １函当り

4.1
ケーソン式 数 量 数 量
補足資料-1
本体工（ケーソン式） 取 付 取外 取 付 取外

P3-4.1-(16) 単 単

陸 上 海上 海上 陸 上 海上 海上

番号13 ｹｰｿﾝ ｹｰｿﾝ

名 称 形 状 寸 法 ｹｰｿﾝ 摘 要 名 称 形 状 寸 法 ｹｰｿﾝ 摘 要

製作用 製作用 製作用 製作用

台船方式 台船方式

位 台船方式 (DD) 位 台船方式 (DD)

(FD) 陸上 貸与 海上 海上 (FD) 陸上 貸与 海上 海上

ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ ｸﾚｰﾝ

上 蓋 使 用 料 ｍ２ 市場単価 上 蓋 使 用 料 ｍ２ 見積もりによる

上 蓋 取 付 取 外 クレーン抜き 函 0.6 0.4 〃 上 蓋 取 付 取 外 クレーン抜き 函 0.6 0.4 市場単価

ラフテレーンクレーン ラフテレーンクレーン
または （油） t吊 日 － 0.3 － － － 標準運転時間 または （油） t吊 日 － 0.3 － － － 標準運転時間
クローラクレーン クローラクレーン

貸与 ｸﾚ ｰ ﾝ運転費 t吊 〃 － － 0.3 － － 貸与 ｸ ﾚ ｰ ﾝ運転費 t吊 〃 － － 0.3 － －

起 重 機 船 非航旋回鋼Ｄ120t吊 〃 － － － 0.3 0.2 運4Ｈ／就8Ｈ 起 重 機 船 非航旋回鋼Ｄ120t吊 〃 － － － 0.3 0.2 運4Ｈ／就8Ｈ

引 船 鋼Ｄ700PS型 〃 － － － 0.3 0.2 運2Ｈ／就8Ｈ 引 船 鋼Ｄ700PS型 〃 － － － 0.3 0.2 運2Ｈ／就8Ｈ

注）1.ラフテレーンクレーンまたはクローラクレーンの規格は現場条件により決定する。 注）1.ラフテレーンクレーンまたはクローラクレーンの規格は現場条件により決定する。
2.貸与クレーン運転費は、必要費用を計上する。 2.貸与クレーン運転費は、必要費用を計上する。
3.上蓋使用料はケーソン天端面積を対象とする。 3.上蓋使用料はケーソン天端面積を対象とする。

第3章 ３．鋼管杭、鋼管矢板のエキストラ ３．鋼管杭、鋼管矢板のエキストラ 経済性を考慮する旨の

直接工事費の施工歩掛 設計図書に付属品等が記載されていない場合は、下記を参考とする。 設計図書に付属品等が記載されていない場合は、下記を参考とする。 注釈を追記

4節

本体工 １）鋼管杭、鋼管矢板のエキストラ対象質量 １）鋼管杭、鋼管矢板のエキストラ対象質量

4.5 素 管 付属品質量 素 管 付属品質量

鋼矢板式 項 目 質 量 補強ﾊﾞﾝﾄﾞ 裏当てﾘﾝｸﾞ ﾁｬｯｷﾝｸﾞ ｱﾝｸﾞﾙﾘﾝｸﾞ 鋼管矢板 その他 項 目 質 量 補強ﾊﾞﾝﾄﾞ 裏当てﾘﾝｸﾞ ﾁｬｯｷﾝｸﾞ ｱﾝｸﾞﾙﾘﾝｸﾞ 鋼管矢板 その他

補足資料-1 (ｼﾞｮｲﾝﾄ) ﾌﾟﾚｰﾄ 吊金具 継手(爪) 付属品 (ｼﾞｮｲﾝﾄ) ﾌﾟﾚｰﾄ 吊金具 継手(爪) 付属品

本体工（鋼矢板式、 規 格 ○ △注④ 規 格 ○ △注④

鋼杭式共通） 外 径 ○ ○ ○ 外 径 ○ ○ ○

P3-4.5-(13) 肉 厚 ○ 肉 厚 ○

長 さ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 長 さ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

番号14 地 域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地 域 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

注）1.外径エキストラは、鋼管本体、端部補強バンド、現場円周溶接用部材の質量を対象とする。 注）1.外径エキストラは、鋼管本体、端部補強バンド、現場円周溶接用部材の質量を対象とする。

（単管に取付けられた場合に限る） （単管に取付けられた場合に限る）

2.長さエキストラは、鋼管本体、継手及び本体または継手に取付けられている全ての付属品の 2.長さエキストラは、鋼管本体、継手及び本体または継手に取付けられている全ての付属品の

質量を対象とする。（単管に取付けられた場合に限る） 質量を対象とする。（単管に取付けられた場合に限る）

3.地域エキストラは、鋼管本体、継手及び全ての付属品の質量を対象とする。 3.地域エキストラは、鋼管本体、継手及び全ての付属品の質量を対象とする。

（単管への取付の有無にかかわらず全ての質量） （単管への取付の有無にかかわらず全ての質量）

4.補強バンドが単管と同一規格でベース規格外の場合は、規格エキストラの対象とする。 4.補強バンドが単管と同一規格でベース規格外の場合は、規格エキストラの対象とする。

5.重防食の塗覆装長は、重防食エキストラの経済性を考慮し設定するものとする。
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第3章 取 付 詳 細 図 取 付 詳 細 図

直接工事費の施工歩掛

4節

本体工 （杭） （杭）

4.5

鋼矢板式

補足資料-1 タイロッド タイロッド

本体工（鋼矢板式、 矢印が指す箇所を分か

鋼杭式共通） りやすく変更

P3-4.5-(15)

番号15 溝形鋼（高さh） 溝形鋼（高さh）

調整長 定着ワッシャー（厚さt1） 調整長 定着ワッシャー（厚さt1）

最小かぶり厚 ５㎝ 定着プレート（厚さt2） 最小かぶり厚 ５㎝ 定着プレート（厚さt2）

定着ナット 定着ナット

第5章 １－４ 標準的な積算手順 １－４ 標準的な積算手順
間接工事費の施工歩掛

2節 仮 設 材 等 運 搬 →・仮設材等運搬代価表 仮 設 材 等 運 搬 →・仮設材等運搬代価表
運搬費 の 積 算 の 積 算
P5-2-1

３－３ 仮設材等運搬 ３－３ 仮設材等運搬
番号16

運 搬 車 両 の 選 定 運 搬 車 両 の 選 定

貨物自動車運賃の算定 貨物自動車運賃の算定

荷卸し・積込み費用の計上 取卸し・積込み費用の計上 言葉の統一

代 価 表 の 作 成 代 価 表 の 作 成

第5章 (3)運搬 １式当り (3)運搬 １式当り

間接工事費の施工歩掛

2節 名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要 名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

運搬費

P5-2-8 貨 物 自 動 車 運 賃 t車 台 貨 物 自 動 車 運 賃 ｔ車（削除） 台 字句の削除

番号17

第5章 ３－３ 仮設材等運搬 ３－３ 仮設材等運搬
間接工事費の施工歩掛 ３－３－１ 代価表作成手順 ３－３－１ 代価表作成手順
2節 ３－３－２ ３－３－２
運搬費
P5-2-9 ・運搬物の質量、形状 → 貨物自動車運賃の算定 →①貨物自動車運賃 ・運搬物の質量、形状 → 貨物自動車運賃の算定 →①貨物自動車運賃

・運搬距離(片道) ・運搬距離(片道)
番号18

ã ã
言葉の統一

・仮設材の種類 → 荷卸し・積込み費用 →②荷卸し・積込み費用 ・仮設材の種類 → 取卸し・積込み費用 →②取卸し・積込み費用
・現場条件 の計上の検討 が必要な場合計上する ・現場条件 の計上の検討 が必要な場合計上する

ã ã

①貨物自動車運賃 → 代価表の作成 →・仮設材等運搬 ①貨物自動車運賃 → 代価表の作成 →・仮設材等運搬
１式当り代価表 １式当り代価表
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第5章 ２）仮設材(鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板等)の積込み、取卸しに要する費用 ２）仮設材(鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板等)の積込み、取卸しに要する費用

間接工事費の施工歩掛 仮設材(鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板等)の積込み・取卸し費 仮設材(鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板等)の積込み・取卸し費

2節

運搬費 場 所 作 業 費 用 （円／t） 場 所 作 業 費 用 （円／t）

P5-2-10

基 地 積 込 み 750 基 地 積 込 み 750

番号19 1,500 1,500

取 卸 し 750 取 卸 し 750

現 場 3,000 現 場 3,000

積 込 み 750 積 込 み 750

1,500 1,500

基 地 取 卸 し 750 基 地 取 卸 し 750

(1) 仮設材等運搬 １式当り (1) 仮設材等運搬 １式当り

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要 名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

貨 物 自 動 車 運 賃 ｔ車 式 貨 物 自 動 車 運 賃 ｔ車（削除） 式 字句の削除

荷卸し・積込み費用 式 取卸し・積込み費用 式 言葉の統一

注）鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板ならびにそれに準ずる仮設材については、荷卸し・積込 注）鋼矢板、Ｈ形鋼、覆工板ならびにそれに準ずる仮設材については、取卸し・積込

み費用を計上する。 み費用を計上する。

第5章 ２．水質汚濁防止膜 ２．水質汚濁防止膜

間接工事費の施工歩掛 水質汚濁防止膜に含まれる代価表は、下表のとおりである。 水質汚濁防止膜に含まれる代価表は、下表のとおりである。

4節

事業損失防止施設費 種別(レベル3) 細別(レベル4) 積算要素(レベル6) 種別(レベル3) 細別(レベル4) 積算要素(レベル6)

P5-4-2

事 業 損 失 防 止 水質汚濁防止膜 汚 濁 防 止 膜 汚濁防止膜設置 120ｍ当り 事 業 損 失 防 止 水質汚濁防止膜 汚 濁 防 止 膜 汚濁防止膜設置 120ｍ当り

番号20

施 設 費 設 置 ・ 撤 去 汚濁防止膜撤去 120ｍ当り 施 設 費 設 置 ・ 撤 去 汚濁防止膜撤去 120ｍ当り

汚濁防止膜賃料 １式当り 汚濁防止膜賃料 １式当り

汚 濁 防 止 膜 移 設 汚濁防止膜移設 120ｍ当り 汚 濁 防 止 膜 移 設 汚濁防止膜移設 120ｍ当り

汚濁防止膜保守管理 保 守 管 理 １式当り 汚濁防止膜保守管理 汚濁防止膜点検 １式当り 市場単価化による改定

汚 濁 防 止 膜 清 掃 汚濁防止膜清掃 100ｍ２当り 汚 濁 防 止 膜 清 掃 汚濁防止膜清掃 100ｍ２当り

水質汚濁防止膜 汚 濁 防 止 膜 清 掃 処 分 費 １式当り 水質汚濁防止膜 汚 濁 防 止 膜 清 掃 処 分 費 １式当り

（処分費） （処分費） （処分費） （処分費）
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第5章 ２－５ 汚濁防止膜保守管理 ２－５ 汚濁防止膜保守管理

間接工事費の施工歩掛 ２－５－１ 代価表作成手順 ２－５－１ 代価表作成手順

4節 ［汚濁防止膜保守管理の積算］ 市場単価化による改定

事業損失防止施設費 ・現場条件 → 作 業 船 の 選 定 → ①交通船または潜水士船

P5-4-4 ・工種等 → 市場単価適用の検討 → ・市場単価適用条件以外は

ã ・供用係数 別途積算

番号21 ã

・汚濁防止膜設置期間 → 点 検 回 数 の 算 定 → ②点検回数 【第４章 市場単価】

ã ・標準市場単価 → 代 価 表 の 作 成 → ・汚濁防止膜保守管理

③運転日数 1式当り代価表

②点検回数 → 点 検 歩 掛 の 算 定 → (交通船または潜水士船)

④普通作業員人数

ã

①交通船または潜水士船

③運転日数 → 代 価 表 の 作 成 → ・保守管理１式当り 代価表

④普通作業員人数

２－５－２ 施工方式 ２－５－２ 施工方式

１）保守管理は、３日に１回の点検を標準とする。 １）汚濁防止膜保守管理は、３日に１回の点検を標準とする。

２）１回の保守管理は施工延長1,000mまでとし、1,000mを超える場合は別途考慮する。 ２）１回の保守管理は施工延長1,000mまでとし、1,000mを超える場合は別途考慮する。（削除）

３）船舶機械の組合せ ３）船舶機械の組合せ（削除）

名 称 形状寸法 保守管理 摘 要 名 称 形状寸法 保守管理 摘 要

交 通 船 FRPＤ 70PS型 交 通 船 FRPＤ 70PS型

または ○ または ○

潜 水 士 船 Ｄ180PS型 3～5t吊 潜 水 士 船 Ｄ180PS型 3～5t吊

２－５－３ 施工歩掛 ２－５－３ 施工歩掛

１）作業能力 １）作業能力 （削除）

点検１回当りの作業船および普通作業員の歩掛は、下表のとおりとする。 点検１回当りの作業船および普通作業員の歩掛は、下表のとおりとする。

数 量 数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要 名 称 形状寸法 単位 摘 要

500 m未満 50 0 m以上 500 m未満 50 0m以上

交 通 船 FRPＤ 70PS型 日 0.3 0.6 点検１回当り 交 通 船 FRPＤ 70PS型 日 0.3 0.6 点検１回当り

普 通 作 業 員 人 0.2 0.4 〃 普 通 作 業 員 人 0.2 0.4 〃

２）代価表 １）代価表

(1) 保守管理 １式当り (1) 汚濁防止膜保守管理 １式当り

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要 名 称 形状寸法 単位 数量 摘 要

交 通 船 FRPＤ 70PS型 日 就業8H 汚 濁 防 止 膜 点 検 回 市場単価

普 通 作 業 員 人
〔計 算 例〕

雑 材 料

条件：施工延長 700m，対象期間 70日

注）1.現場条件により交通船に替えて潜水士船を計上することができる。

2.現場条件により就業時間を変更する場合は、別途積算する。 ①点検回数

70日 × 1回／3日 ＝ 23回 （小数１位四捨五入）

〔計 算 例〕 ②交通船 （削除）

条件：施工延長 700m，対象期間 70日 運転日数 0.6日／回 × 23回 ＝ 13.8日 （小数２位四捨五入）

①点検回数 ③普通作業員

70日 × 1回／3日 ＝ 23回 （小数１位四捨五入） 0.4人／回 × 23回 ＝ 9.2人 （小数２位四捨五入）

②交通船

運転日数 0.6日／回 × 23回 ＝ 13.8日 （小数２位四捨五入）

③普通作業員

0.4人／回 × 23回 ＝ 9.2人 （小数２位四捨五入）
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第5章 ３－２－２ 施工歩掛 ３－２－２ 施工歩掛 分かりやすい文に変更

間接工事費の施工歩掛 １）代価表 １）代価表

5節 (1) 安全監視船 １式当り (1) 安全監視船 １式当り

安全費

P5-5-4 名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要 名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

番号22 安 全 監 視 船 FRPＤ 180PS型 日 就業 Ｈ 安 全 監 視 船 FRPＤ 180PS型 日 就業 Ｈ

安 全 監 視 船 FRPＤ 260PS型 日 就業 Ｈ 安 全 監 視 船 FRPＤ 260PS型 日 就業 Ｈ

国 際 V H F 装 備 日 損料 国 際 V H F 装 備 日 損料

雑 材 料 雑 材 料

注）1.国際VHF装備の使用は260PS型を標準とする。 注）1.安全監視船の規格は180PS型を標準とし、国際VHF装備使用の場合は260PS型を

2.安全監視船の規格は、現場条件により他規格を使用できる。 標準とする。

3.安全監視船の就業時間は、監視対象船舶の就業時間と同一とする。 2.安全監視船の規格は、現場条件により他規格を使用できる。

4.国際VHF装備損料＝供用1日当り損料×α（供用係数） 3.安全監視船の就業時間は、監視対象船舶の就業時間と同一とする。

4.国際VHF装備損料＝供用1日当り損料×α（供用係数）

第2編 ２－４－２ 艤装テスト ２－４－２ 艤装テスト 歩掛の改定
測量・調査等業務 測量船への機器取付および動作確認を実施する。 測量船への機器取付および動作確認を実施する。

艤装テスト １式当り 艤装テスト １式当り
1節
測量業務 名称 形状寸法 単位 数量 摘要 名称 形状寸法 単位 数量 摘要
P2-1-(4)

交 通 車 ライトバン 2� 日 1 運2H／就8H 交 通 車 ライトバン 2� 日 1 運2H／就8H
番号23

主 任 技 師 測量 人 0.5 主 任 技 師 測量 人 1

技 師 〃 〃 1 技 師 〃 〃 1.5

技 師 補 〃 〃 1 技 師 補 〃 〃 1.5

助 手 〃 〃 0.5 助 手 〃 〃 1

測 量 船 FRP Ｄ 70PS型 日 1 就業8H 測 量 船 FRP Ｄ 70PS型 日 1 就業8H

G N S S 〃 1 損料 注） G N S S 〃 1 損料 注）

ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ測深機 〃 1 損料 注） ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ測深機 〃 1 損料 注）

雑 材 料 ％ 1 雑 材 料 ％ 1

注）1.機種の選定は仕様書の定めによる。 注）1.機種の選定は仕様書の定めによる。
2.測量機器の使用で、従局までの機械運搬が必要な場合は別途計上する。 2.測量機器の使用で、従局までの機械運搬が必要な場合は別途計上する。
3.GNSSは、DGNSSを標準とする。なお、より高い精度を必要とする場合には 3.GNSSは、DGNSSを標準とする。なお、より高い精度を必要とする場合には
RTKGNSS（特定小電力方式）を使用することができる。 RTKGNSS（特定小電力方式）を使用することができる。
損料は以下による。 損料は以下による。
GNSSおよびマルチビーム測深機１日当り損料＝供用１日当り損料×α（供用係数） GNSSおよびマルチビーム測深機１日当り損料＝供用１日当り損料×α（供用係数）

（参考）各GNSSの測量機器構成 （参考）各GNSSの測量機器構成

名称 測量機器構成 名称 測量機器構成

RTKGNSS 陸上基準点１点、移動局１点（GNSS受信機計２台） RTKGNSS 陸上基準点１点、移動局１点（GNSS受信機計２台）

DGNSS 陸上基準点１点、移動局１点（GNSS受信機計１台） DGNSS 陸上基準点１点、移動局１点（GNSS受信機計１台）
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第2編 ②能力係数 ②能力係数

測量・調査等業務
影響要因 適用明細 補正係数 摘要 影響要因 適用明細 補正係数 摘要

1節
測量業務 港内水域 -0.10 港内水域 -0.10

P2-1-(5) Ｅ１ 海域区分 港外水域 0.00 Ｅ１ 海域区分 港外水域 0.00

番号24 航路水域 -0.50 航路水域 -0.50

影響なし 0.00 潮流、船舶および他工事等による水面障 影響なし 0.00 潮流、船舶および他工事等による水面障
その他 その他

Ｅ２ やや影響あり -0.05 害等を考慮する。 Ｅ２ やや影響あり -0.05 害等を考慮する。
現場条件 現場条件

悪い -0.10 悪い -0.10

転船に 100m以下 -0.05 測線間隔50m以下の場合100m以下を適用 転船に 100m以下 -0.05 測線間隔50m以下の場合100m以下を適用
Ｅ３ Ｅ３

要する距離 100m超え -0.15 要する距離 100m超え -0.15

スワス幅 60° 0.70 港湾構造物もしくは水深31ｍ以上 スワス幅 60° 0.70 港湾構造物もしくは水深31ｍ以上
摘要欄の改定

Ｅ４ 最大測深幅 水深31m未満、かつ1.0m平面格子内に3点 Ｅ４ 最大測深幅 スワス幅 90° 1.90 水深31m未満の場合
スワス幅 90° 1.90

以上の密度を要する場合 スワス幅 120° 2.20

スワス幅 120° 2.20 上記以外の場合 20％(水深差 ～10m) 0.80

20％(水深差 ～10m) 0.80 40％(水深差10～20m) 0.60
Ｅ５ 重複率

40％(水深差10～20m) 0.60 60％(水深差20m以上) 0.40
Ｅ５ 重複率

60％(水深差20m以上) 0.40 100％(水路測量) 0.20

100％(水路測量) 0.20 5km未満 0.92 現地までの往復平均距離により区分す
作業時間

5km未満 0.92 現地までの往復平均距離により区分す Ｅ６ 5km以上 ～ 10km未満 0.78 る。なお、水中音速度測定に要する時間
作業時間 区 分

Ｅ６ 5km以上 ～ 10km未満 0.78 る。なお、水中音速度測定に要する時間 10km以上 ～ 25km未満 0.55 （0.5h）を含む。
区 分

10km以上 ～ 25km未満 0.55 （0.5h）を含む。 注）Ｅ４スワス幅90°は、測量業務の目的及び現場条件等によって適用することができる。 注釈を追記

第2編 (4) 代価表 (4) 代価表 歩掛の改定
測量・調査等業務 マルチビーム測深 １日当り（ km２） マルチビーム測深 １日当り（ km２）

1節 名称 形状寸法 単位 数量 摘要 名称 形状寸法 単位 数量 摘要
測量業務
P2-1-(5) 交 通 車 ライトバン 2� 日 1 運2H／就8H 交 通 車 ライトバン 2� 日 1 運2H／就8H

番号25 測 量 船 FRPＤ70PS型 〃 1 就業8H 測 量 船 FRPＤ70PS型 〃 1 就業8H

主 任 技 師 測量 人 1 主 任 技 師 測量 人 1

技 師 〃 〃 1 技 師 〃 〃 1

技 師 補 〃 〃 1 技 師 補 〃 〃 1

助 手 〃 〃 1 助 手 〃 〃 0.5

G N S S 日 1 損料 注） G N S S 日 1 損料 注）

ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ測深機 〃 1 損料 注） ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ測深機 〃 1 損料 注）

雑 材 料 ％ 2 雑 材 料 ％ 2

注）1.マルチビーム測深機の機種の選定は特記仕様書の定めによる。 注）1.マルチビーム測深機の機種の選定は特記仕様書の定めによる。
2.測量機器の使用で、従局までの機械運搬が必要な場合は別途計上する。 2.測量機器の使用で、従局までの機械運搬が必要な場合は別途計上する。
3.GNSSは、DGNSSを標準とする。なお、より高い精度を必要とする場合には 3.GNSSは、DGNSSを標準とする。なお、より高い精度を必要とする場合には
RTKGNSS（特定小電力方式）を使用することができる。 RTKGNSS（特定小電力方式）を使用することができる。
損料は以下による。 損料は以下による。
GNSSおよびマルチビーム測深機１日当り損料＝供用１日当り損料×α（供用係数） GNSSおよびマルチビーム測深機１日当り損料＝供用１日当り損料×α（供用係数）
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令和２年度 港湾請負工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（旧：平成３１年度） 改定（新：令和２年度） コメント

第2編 (2) 労務人数 (2) 労務人数 歩掛の改定

測量・調査等業務 職種別人員は測深面積(Ａ)をもとに、下表により求める。 職種別人員は測深面積(Ａ)をもとに、下表により求める。

1節 名称 マルチビーム測深 摘要 名称 マルチビーム測深 摘要
測量業務
P2-1-(6) 主 任 技 師 3.0＋1.0×Ａ Ａ：測深面積(km2) 主 任 技 師 4＋0.6×Ａ Ａ：測深面積(km2)

番号26 技 師 10.0＋3.2×Ａ 技 師 10＋5.1×Ａ

技 師 補 9.0＋4.4×Ａ 技 師 補 9＋4.6×Ａ

注）端数処理は小数２位四捨五入とする。 注）端数処理は小数２位四捨五入とする。

第2編 １－１ 適用範囲 １－１ 適用範囲

測量・調査等業務 この積算基準は、港湾工事における磁気探査業務（工事）を実施する場合に適用する。 この積算基準は、港湾工事における磁気探査業務（工事）を実施する場合に適用する。

5節 １－２ 積算価格の構成 １－２ 積算価格の構成

磁気探査業務

P2-5-1

人件費等 人件費等

番号27 直接調査費 材 料 費 直接調査費 材 料 費

機械経費 船舶借上費 機械経費 船舶借上費

機械器具損料 機械器具損料

調 調

磁 査 旅費 磁 査 旅費

気

（

業 直接経費 基地関係費 気

（

業 直接経費 基地関係費

探 磁 業 務 安 全 費 探 磁 業 務 安 全 費

査 気 務 費 そ の 他 査 気 務 費 そ の 他

業 探 価 諸経費 業 探 価 諸経費

務 査 格 務 査 格（

費 直接人件費

（

費 直接人件費

工

）

直接原価 旅費 工

）

直接原価 旅費

事 直 接 経 費 業務成果品 事 直 接 経 費 業務成果品）

設 業 務 原 価 その他

）

設 業 務 原 価 その他

費 計 費 計

業 間接原価 その他原価 業 間接原価 その他原価

務 務

費 一般管理費等 費 一般管理費等

※設計業務費の算出は、「第１編 設計等業務」を適用する。 ※設計業務費の算出は、「第１編 設計等業務」を適用する。

消費税等相当額 消費税等相当額

注） 作業船の回航等を含む場合の構成 注）積算価格の構成は磁気探査を単独で積算する場合であり、作業船に回航・えい航が必要な 分かりやすい文に変更

場合は、工事費の積算－間接工事費－共通仮設費（積上）にて計上し、合併積算とする。

磁気探査費

磁気探査工事費

回 航 費 等

第2編 ②風向・風速整理 30日当り（720回） ③風向・風速整理 30日当り（720回） 番号の修正
測量・調査等業務

名 称 形 状 寸 法 単 位 数 量 摘 要 名 称 形 状 寸 法 単 位 数 量 摘 要
その他
P2-(9)

番号28 注）整理にパソコン等を使用し、本歩掛により難い場合は、別途決定する。 注）整理にパソコン等を使用し、本歩掛により難い場合は、別途決定する。

③風向・風速年間整理 12ヶ月当り ④風向・風速年間整理 12ヶ月当り

名 称 形 状 寸 法 単 位 数 量 摘 要 名 称 形 状 寸 法 単 位 数 量 摘 要
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第3編

土質調査業務 １－１ 適用範囲 １－１ 適用範囲

P3-1-1 この積算基準は、港湾工事における土質調査を実施する場合に適用する。 この積算基準は、港湾工事における土質調査を実施する場合に適用する。

番号29 １－２ 積算価格の構成 １－２ 積算価格の構成

材料費 材料費

人件費等 人件費等
直接調査費 直接調査費

機械経費 機械経費

直接経費・印刷等 直接経費・印刷等

純 調 査 費 運搬費 純 調 査 費 運搬費

準備費 準備費

仮設費 仮設費

安全費 安全費

一般調査 水雷・傷害保険料 一般調査 水雷・傷害保険料
業 務 費 間接調査費 業 務 費 間接調査費

施工管理費 施工管理費

借地料 借地料

調 査 営繕費 調 査 営繕費
土 業務費 土 業務費
質 旅費 質 旅費
調 調
査 その他 査 その他
業 業
務 業務管理費 務 業務管理費
費 費（

一般管理費等 諸経費

（

一般管理費等 諸経費
土 土
質 質
調 調
査 解析等調査業務費 査 解析等調査業務費
費 費） ）

消費税等相当額 消費税等相当額

注）作業船の回航等を含む場合の構成 注）積算価格の構成は土質調査を単独で積算する場合であり、作業船に回航・えい航が必要な 分かりやすい文に変更
場合は、工事費の積算－間接工事費－共通仮設費（積上）にて計上し、合併積算とする。

土質調査費
土質調査業務費

回 航 費 等

第3編 ３－８－２ 業務成果品 ３－８－２ 業務成果品 番号の修正
土質調査業務 報告書の電子納品および印刷・製本に要する費用は、下記の式により算出する。 報告書の電子納品および印刷・製本に要する費用は、下記の式により算出する。
P3-1-22 ただし、印刷・製本部数は３部迄、電子納品は正副合わせて２枚とし、これにより難い場合は別途見積等 ただし、印刷・製本部数は３部迄、電子納品は正副合わせて２枚とし、これにより難い場合は別途見積等

番号30
により考慮する。 により考慮する。

業務成果品費＝直接調査費（業務成果品費除く）×｛1.2％＋（印刷製本部数×0.3％）｝ 業務成果品費＝直接調査費（業務成果品費除く）×｛1.2％＋（印刷製本部数×0.3％）｝

注）１．「国土地盤情報データベース検定費」は直接調査費に含めない。 注）１．「国土地盤情報データベース検定費」は直接調査費に含めない。
２．業務成果品費は、有効数字上位２桁、以下切り捨てとし、最高２０万円を限度とする。 ２．業務成果品費は、有効数字上位２桁、以下切り捨てとし、最高２０万円を限度とする。

(2) 代価表 (1) 代価表
業務成果品費 １式当り 業務成果品費 １式当り

名 称 形状寸法 単 位 数 量 摘 要 名 称 形状寸法 単 位 数 量 摘 要

業 務 成 果 品 費 式 1 業 務 成 果 品 費 式 1


